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3 調査結果の概要  
（１）調査票の回収状況  

ア 中学生世帯  
   調査票の配布総数は 21,044 票、総回収数は 12,859 票、回収率は 61.1％で 

ある。調査ブロック別・市町村別の調査票の回収状況は、図表 12 のようになっ

ている。 

 
図表  12 調査ブロック別・市町村別の調査票回収状況（中学生世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※以下、調査結果に関して、比率はすべて百分比で表し、小数点以下第２位を四捨五入して

表記している。このため、百分比の合計が 100.0％にならないことがある。 

また、１人の回答者が複数回答で行う設問では、その比率の合計が 100.0％を上回ること

がある。 

 
 
 
 
 
 

地区 ブロック 市町村 回収数
割合
（％）

ブロック
割合
（％）

地区 ブロック 市町村 回収数
割合
（％）

ブロック
割合
（％）

千葉市 453 3.5 東金市 319 2.5
習志野市 262 2.0 山武市 289 2.2
市原市 194 1.5 大網白里町 216 1.7
八千代市 349 2.7 九十九里町 207 1.6
成田市 323 2.5 横芝光町 247 1.9
佐倉市 226 1.8 芝山町 86 0.7
四街道市 227 1.8 茂原市 358 2.8
八街市 157 1.2 一宮町 137 1.1
印西市 232 1.8 睦沢町 53 0.4
白井市 221 1.7 長生村 204 1.6
富里市 202 1.6 白子町 110 0.9
酒々井町 123 1.0 長柄町 92 0.7
栄町 201 1.6 長南町 90 0.7
市川市 235 1.8 勝浦市 241 1.9
船橋市 429 3.3 いすみ市 299 2.3
浦安市 169 1.3 大多喜町 153 1.2
松戸市 407 3.2 御宿町 93 0.7
野田市 217 1.7 館山市 312 2.4
柏市 425 3.3 鴨川市 280 2.2
流山市 263 2.0 南房総市 349 2.7
我孫子市 253 2.0 鋸南町 116 0.9
鎌ヶ谷市 186 1.4 木更津市 317 2.5
香取市 391 3.0 君津市 211 1.6
神崎町 90 0.7 富津市 321 2.5
多古町 213 1.7 袖ヶ浦市 243 1.9

東庄町 105 0.8 合計 12,859 100.0 100.0

銚子市 260 2.0
匝瑳市 376 2.9 総配布数 回収数
旭市 327 2.5 21,044 12,859

回収率
61.1%
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イ 子供のいない世帯  
   回答総数は、4,361 票である。調査ブロック別・市町村別の回収状況は、図表

13 のようになっている。 

 
図表  13 調査ブロック別・市町村別の調査票回収状況（子供のいない世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区 ブロック 市町村 回収数
割合
（％）

ブロック
割合
（％）

地区 ブロック 市町村 回収数
割合
（％）

ブロック
割合
（％）

千葉市 487 11.2 東金市 93 2.1
習志野市 82 1.9 山武市 66 1.5
市原市 105 2.4 大網白里町 62 1.4
八千代市 76 1.7 九十九里町 16 0.4
成田市 138 3.2 横芝光町 25 0.6
佐倉市 232 5.3 芝山町 5 0.1
四街道市 86 2.0 茂原市 122 2.8
八街市 52 1.2 一宮町 18 0.4
印西市 94 2.2 睦沢町 5 0.1
白井市 62 1.4 長生村 24 0.6
富里市 38 0.9 白子町 5 0.1
酒々井町 20 0.5 長柄町 8 0.2
栄町 28 0.6 長南町 11 0.3
市川市 274 6.3 勝浦市 29 0.7
船橋市 364 8.3 いすみ市 51 1.2
浦安市 112 2.6 大多喜町 4 0.1
松戸市 297 6.8 御宿町 13 0.3
野田市 52 1.2 館山市 78 1.8
柏市 199 4.6 鴨川市 49 1.1
流山市 88 2.0 南房総市 59 1.4
我孫子市 64 1.5 鋸南町 4 0.1
鎌ヶ谷市 50 1.1 木更津市 183 4.2
香取市 64 1.5 君津市 87 2.0
神崎町 4 0.1 富津市 26 0.6
多古町 8 0.2 袖ヶ浦市 65 1.5

東庄町 6 0.1 合計 4,361 100.0 100.0

銚子市 81 1.9
匝瑳市 29 0.7
旭市 61 1.4
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4.4

(2)葛南・
東葛地区

③葛南 17.2
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（２）千葉県の主要商圏の概要  
ア 千葉県の主要商圏  

    千葉県の主要商圏は、図表 14 に示すように 13 の主要商圏（商業中心都市商圏

及び準商業中心都市商圏）から形成されている。 

13 の主要商圏は、商業中心都市を軸として形成されている千葉、成田、船橋、

茂原、館山の５地域商圏と、準商業中心都市を軸とする市原、八千代、印西、柏、

銚子、旭、東金、木更津の８地域商圏からなる。 

   このほか、独自の商圏を形成する四街道、浦安、松戸、野田の４の単独商圏が

ある。 

 

図表  14 千葉県の主要商圏及び単独商圏都市の商圏構成一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

市町村 第１次商圏 第２次商圏 第３次商圏 市町村 第１次商圏 第２次商圏 第３次商圏

勝浦市

大多喜町

袖ヶ浦市

千葉市

船橋市

印西市 栄町

白井市 我孫子市

流山市 松戸市

我孫子市 野田市

東庄町

旭市

東庄町

匝瑳市

東金市

山武市

九十九里町

木更津市

君津市

袖ヶ浦市

四街道市 四街道市 - -

浦安市 浦安市 - -

松戸市 松戸市 - 市川市

野田市 野田市 - -

◆商圏の分類について

習志野市 八千代市 調査対象品目のうち、衣料品４品目（紳士服、婦人服、子供・ベビー服、実用衣料）

市川市 白井市 に対する消費者の購買地をもって代表させ、以下のように定義した。

鎌ヶ谷市 浦安市 「第１次商圏」　消費需要の30％以上を吸引していると目される市町村

「第２次商圏」　消費需要の10％以上30％未満を吸引していると目される市町村

「第３次商圏」　消費需要の５％以上10％未満を吸引していると目される市町村

◆商圏設定の基準について

「商業中心都市」　：①地元購買率70％以上で外部５市町村以上からそれぞれ10％

　　　　　　　　　　　以上吸引している市町村

 　　　　　　　　　 ②地元購買率80％以上で外部３市町村以上からそれぞれ10％

                      以上吸引している市町村

「準商業中心都市」：①地元購買率60％以上で外部２市町村以上からそれぞれ10％

　　　　　　　　　　　以上吸引している市町村

館山市 　　　　　　　　　　②地元購買率70％以上で外部１市町村以上からそれぞれ10％以上

南房総市 　　　　　　　　　　　吸引している市町村のうち、商業中心都市を除いた市町村

鋸南町 「単独商圏都市」　：地元購買率60％以上で、外部特定都市への流出率が

　　　　　　　　　　　　　　　20％未満の市町村
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図表  15 千葉県の主要商圏一覧 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地元
購買率
（注１）

千葉市 963,170 83.7% 26 2,410,743 983,082 40.8% 102.1%

成田市 129,780 88.1% 17 937,210 295,902 31.6% 228.0%

船橋市 611,848 82.8% 7 1,769,317 660,907 37.4% 108.0%

茂原市 91,255 73.0% 11 231,623 131,842 56.9% 144.5%

館山市 48,747 81.9% 4 133,514 85,788 64.3% 176.0%

市原市 278,962 72.8% 5 377,758 210,690 55.8% 75.5%

八千代市 189,698 83.8% 4 1,937,005 301,781 15.6% 159.1%

印西市 90,175 78.5% 5 478,039 142,827 29.9% 158.4%

柏市 404,495 86.9% 5 1,340,684 474,186 35.4% 117.2%

銚子市 67,875 75.5% 3 150,856 63,242 41.9% 93.2%

旭市 68,178 63.0% 3 122,071 50,542 41.4% 74.1%

東金市 61,337 77.5% 6 219,654 88,450 40.3% 144.2%

木更津市 130,418 78.4% 5 361,541 168,423 46.6% 129.1%

四街道市 88,258 68.5% 1 88,258 60,457 68.5% 68.5%

浦安市 162,964 70.2% 1 162,964 114,401 70.2% 70.2%

松戸市 481,032 73.7% 2 950,651 378,941 39.9% 78.8%

野田市 155,597 76.1% 1 155,597 118,409 76.1% 76.1%

（注１）地元購買率は中心都市消費者が自市町村で購買する割合。

（注２）商圏人口は第１次～第３次商圏内市町村の行政人口の合計（平成２４年７月現在）。

（注３）吸引人口は「商圏内各市町村の中心都市での購買率×当該市町村の商圏人口」の合計。

（注４）吸引率は「吸引人口÷商圏人口×100（％）」。

（注５）吸引力は「各商圏内の吸引人口÷中心都市の行政人口×100（％）」。

（注６）単独商圏都市の「商圏内市町村数」「商圏人口合計」「吸引人口」「商圏内吸引率」「吸引力」は

　　　　５％以上吸引（第３次商圏以上）している市町村があった際に算出した参考値。
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図表  16 千葉県の主要商圏の分布 
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（ｱ）商圏人口  
 単独商圏都市も含めた主要商圏の商圏人口をみると、千葉市が 241 万人と 

最も多く、千葉市のほかに 100 万人を超えている市町村は、八千代市（194 万人）、

船橋市（177 万人）、柏市（134 万人）の３市となっている。以下、松戸市（95

万人）、成田市（94 万人）と続いているが、印西市（48 万人）以下の市町村 

では、商圏人口数は 50 万人未満となっている。 

 前回調査と比較すると、商業中心都市においては、茂原市（▲59 千人）が減少

しているが、船橋市（＋410 千人）、千葉市（＋98 千人）、成田市（＋45 千人）、

館山市（＋29 千人）では増加している。準商業中心都市においては、８市のうち、

旭市で▲166 千人、柏市で▲17 千人の減少となっているが、それら以外の６市で

増加しており、増加幅が最も大きかったのは、八千代市（＋653 千人）で、次い

で印西市（＋318 千人）、銚子市（＋77 千人）となっている。 

 
（ｲ）吸引人口  
 単独商圏都市も含めた主要商圏の吸引人口をみると、千葉市が 98 万人で最も 

多く、船橋市（66 万人）、柏市（47 万人）と続いている。以下、松戸市（38 万人）、

八千代市（30 万人）と続き、これら以外の市は 30 万人未満となっている。 

 前回調査と比較すると、商業中心都市においては、商圏人口と同様に茂原市（▲

10 千人）が減少しているが、船橋市（＋78 千人）、千葉市（＋68 千人）、成田市 

（＋24 千人）、館山市（＋２千人）では増加している。準商業中心都市において

は、8 市のうち、旭市で▲35 千人、市原市▲24 千人の減少となっているが、それ

ら以外の 6 市では増加しており、増加幅が最も大きかったのは印西市（＋60 千人）

で、次いで八千代市（47 千人）、銚子市（＋18 千人）となっている。 

 

（ｳ）吸引力  
 単独商圏都市も含めた主要商圏の吸引力をみると、成田市（228.0％）が最も吸

引力が高くなっている。以下、館山市（176.0％）、八千代市（159.1％）、印西市

（158.4％）、茂原市（144.5％）、東金市（144.2％）、木更津市（129.1％）、柏市

（117.2％）、船橋市（108.0％）、千葉市（102.1％）が続いており、吸引力が 100％

を超えているのは 10 市である。 

前回調査と比較すると、商業中心都市においては、茂原市が▲8.5 ポイント低

下したものの、館山市（＋8.7 ポイント）、船橋市（＋6.6 ポイント）、成田市（＋

6.2 ポイント）、千葉市（＋3.7 ポイント）と上昇している。 

 準商業中心都市においては、旭市で吸引力が▲47.2 ポイント減少したほか、市

原市で▲8.5 ポイント、柏市で▲3.4 ポイントの減少となっている。吸引力の増加

幅が最も大きかったのは、銚子市（＋31.7 ポイント）であり、前回調査時の単独

商圏都市から、今回調査で準商業中心都市となった。増加幅の大きさは、次いで

印西市（＋20.3 ポイント）、八千代市（＋19.4 ポイント）となっている。
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イ 商圏構造の変化  
 前回調査と比較すると、商業中心都市は５市で数としては変わらないが、 

柏市、旭市が準商業中心都市となり、代わって船橋市、館山市が準商業中心都

市から商業中心都市になった。 

 準商業中心都市は、９市から８市へと減少した。鴨川市、匝瑳市が非該当と

なり、銚子市が単独商圏都市から、柏市、旭市が商業中心都市から準商業都市

になった。 

 単独商圏都市は、７市から４市へと減少した。佐倉市、我孫子市、市川市は

非該当となり、銚子市は準商業中心都市になった。これらに代わって、四街道

市が新たに単独商圏都市になった。 

 

図表  17 主要商圏の変化  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分
平成18年
主要商圏

平成24年
主要商圏

区分の
変化

千葉市 千葉市 →
成田市 成田市 →
茂原市 茂原市 →
柏市 船橋市 ↑
旭市 館山市 ↑

（５市） （５市）

市原市 市原市 →
八千代市 八千代市 →
印西市 印西市 →

木更津市 木更津市 →
東金市 東金市 →
船橋市 銚子市 ↑
館山市 柏市 ↓
鴨川市 旭市 ↓
匝瑳市

（９市） （８市）

浦安市 浦安市 →
松戸市 松戸市 →
野田市 野田市 →
佐倉市 四街道市 （新規）

我孫子市
市川市
銚子市

（７市） （４市）

商業中心都市

準商業中心都市

単独商圏都市
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【商業中心性が上昇した都市】 

 ○船橋市（準商業中心都市⇒商業中心都市） 

   前回調査時は、地元購買率が 70％超であり、かつ、10％以上吸引している

市町村が３市（習志野市・市川市・鎌ヶ谷市）であったため、準商業中心都

市であった。今回調査では、地元購買率（82.8％）が 5.2 ポイント増加して

80％超となり、かつ、外部３市（前回調査と同様）から 10％以上吸引してい

るため、商業中心都市となった。 

 

 ○館山市（準商業中心都市⇒商業中心都市） 

   前回調査時は、地元購買率が 80％超であり、10％以上吸引している市町村

が２市町（南房総市・鋸南町）であったため、準商業中心都市であった。今

回調査では、地元購買率（81.9％）は 5.4 ポイント減少しているが、80％超

であり、かつ、外部２市町(南房総市・鋸南町)から 30％以上を、外部１市 

（鴨川市）から 10％以上を吸引しているため、商業中心都市となった。 

 

 ○銚子市（単独商圏都市⇒準商業中心都市） 

   前回調査時は、地元購買率が 60％超であり、かつ、外部の特定都市への流

出率が 20％未満であったため、単独商圏都市であった。今回調査では、地元

購買率（75.5％）が 14.0 ポイント増加して 70％超となり、かつ、外部２市町

（旭市・東庄町）から 10％以上吸引しているため、準商業中心都市となった。 

 

【商業中心性が低下した都市】 

 ○柏市（商業中心都市⇒準商業中心都市） 

   前回調査時は、地元購買率が 80％超であり、かつ、外部３市（流山市・野

田市・我孫子市）から 10％以上を吸引していたため、商業中心都市であった。

今回調査では、地元購買率（86.9％）は 80％超であったが、10％以上を吸引

している市町村が２市（流山市・我孫子市）となったため、準商業中心都市

となった。 

 

○旭市（商業中心都市⇒準商業中心都市） 

前回調査時は、地元購買率が 80％超であり、かつ、外部３市町（銚子市・

匝瑳市・東庄町）から 10％以上を吸引していたため、商業中心都市であった。

今回調査では、地元購買率（63.0％）が 20.5 ポイント減少し、70 パーセン

トを下回ったものの 60％超であり、かつ、外部２市町（匝瑳市・東庄町）か

ら 10％以上を吸引しているため、準商業中心都市となった。 
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 ○鴨川市（準商業中心都市⇒商圏形成せず） 

   前回調査時は、地元購買率が 70％超であり、かつ、外部１市（勝浦市）か

ら 10％を吸引していたため、準商業中心都市であったが、今回調査では地元

購買率（50.2％）が 26.1 ポイント減少して 60％を下回ったため、非該当と

なった。 

 

 ○匝瑳市（準商業中心都市⇒商圏形成せず） 

   前回調査時は、地元購買率が 60％超であり、かつ、外部２町（横芝光町・

多古町）から 10％以上を吸引していたため、準商業中心都市であったが、 

今回調査では地元購買率（44.6％）が 16.8 ポイント減少して 60％を下回っ

たため、非該当となった。 

 

【独自の商圏性が上昇した都市（単独商圏都市）】 

 ○四街道市（商圏形成せず⇒単独商圏都市） 

   前回調査時は、地元購買率が 60％超であったが、外部の特定都市への流出

が 20％超であったため、非該当であったが、今回調査では、地元購買率

（68.5％）が 0.2 ポイント増加して 60％超であり、かつ、外部の特定都市へ

の流出が 20％未満であったため、単独商圏都市となった。 

 

【独自の商圏性が低下した都市（単独商圏都市）】 

○佐倉市（単独商圏都市⇒商圏形成せず） 

   前回調査時は、地元購買率が 60％超であり、かつ、外部の特定都市への流

出が 20％未満であったため、単独商圏都市であったが、今回調査では、地元

購買率（48.7％）が 12.5 ポイント減少して 60％を下回ったため、非該当と

なった。 

 

 ○我孫子市（単独商圏都市⇒商圏形成せず） 

   前回調査時は、地元購買率が 60％超であり、かつ、外部の特定都市への流

出が 20％未満であったため、単独商圏都市であったが、今回調査では、地元

購買率（48.2％）が 14.7 ポイント減少して 60％を下回ったため、非該当と

なった。 

 

 ○市川市（単独商圏都市⇒商圏形成せず） 

  前回調査時は、地元購買率が 60％超であり、かつ、外部の特定都市への

流出が 20％未満であったため、単独商圏都市であった。今回調査では、地元

購買率（56.3％）が 11.3 ポイント減少して 60％を下回ったため、非該当と

なった。 
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（３）県外商圏との関係  
 千葉県外の商圏には、主に東京都、埼玉県、茨城県の１都２県への買い物客

の流出がみられる。 

なお、神奈川県もアンケートの対象としていたが、前回調査同様、５％以上

流出している市町村はなかった。 

 

ア 東京都への流出状況と変化  
東京都への流出状況は、東京都と隣接する３市から５％以上の流出（東京

都からみると吸引）がみられ、流出率は、浦安市が 15.6％、市川市が 6.7％、

松戸市が 5.1％となっており、前回調査と比較すると流出人口は約２万人増加

している。 

 
図表  18 東京都への流出状況 

 

 

 

 
 
 
 

図表  19 東京都への流出状況の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

商圏 基準流出率 流出率 市町村
行政人口

（人）
流出人口

（人）

第１次 30％以上 - - - -
第２次 10％以上30％未満 15.6% 浦安市 162,964 25,422

6.7% 市川市 469,619 31,464
5.1% 松戸市 481,032 24,533

合計 - 7.3% - 1,113,615 81,419

５％以上10％未満第３次

流出率
流出人口

（人）
流出率

流出人口
（人）

流出率
（ポイント）

流出人口
（人）

浦安市 15.6% 25,422 13.3% 20,912 2.3 4,510
市川市 6.7% 31,464 7.7% 36,045 - ▲ 4,581
松戸市 5.1% 24,533 - - - -
白井市 - - 6.1% 3,300 - -
旧・白浜町 - - 6.0% 346 - -
御宿町 - - 5.3% 419 - -

計 7.3% 81,419 8.8% 61,022 - 20,397

（注１）　平成18年および平成24年において「－」は非該当を表す。

（注２）　第１次～第３次商圏に該当する市町村のみ表示。

（注３）　白浜町は合併により南房総市となった。

変化
（A)－（B)

平成24年
（A)

平成18年
（B）

市町村
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図表  20 東京都への流出状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 茨城県への流出状況と変化  

   茨城県への流出状況は、茨城県と隣接する東庄町（16.9％）、香取市（9.4％）

の２市から５％以上の流出がみられる。 

 前回調査と比較すると、神崎町が圏外へ外れ、流出人口も約 1.1 万人の 

減少となっている。 

 
図表  21 茨城県への流出状況 

 
 
 
 

図表  22 茨城県への流出状況の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

商圏 基準流出率 流出率 市町村
行政人口

（人）
流出人口

（人）

第１次 30％以上 - - - -
第２次 10％以上30％未満 16.9% 東庄町 14,803 2,502
第３次 ５％以上10％未満 9.4% 香取市 80,979 7,612
合計 - 10.6% - 95,782 10,114

流出率
流出人口

（人）
流出率

流出人口
（人）

流出率
（ポイント）

流出人口
（人）

東庄町 16.9% 2,502 21.7% 3,460 ▲ 4.8 ▲ 958
香取市 9.4% 7,612 - - - -
旧・佐原市 - - 12.7% 5,940 - -
旧・小見川町 - - 25.0% 6,325 - -
旧・栗源町 - - 7.0% 361 - -
旧・山田町 - - 5.1% 563 - -
旧・関宿町 - - 13.8% 4,238 - -
神崎町 - - 8.9% 599 - -

計 10.6% 10,114 15.2% 21,486 - ▲ 11,372

（注１）　平成18年および平成24年において「－」は非該当を表す。

（注２）　第１次～第３次商圏に該当する市町村のみ表示。

（注３）　佐原市・小見川町・栗源町・山田町は合併により香取市になり、関宿町は合併により野田市になった。

市町村
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5％未満
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図表  23 茨城県への流出状況  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 埼玉県への流出状況と変化  

   埼玉県への流出状況は、隣接する野田市が 9.5％の流出率となっている。 

前回調査と比較すると、前回は現在の野田市の一部である旧・関宿町からの

流出が約６千人であったが、今回は約８千人増加して約１万５千人となってい

る。 

 
図表  24 埼玉県への流出状況 

 
 
 
 
 

 

図表  25 埼玉県への流出状況の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 

商圏 基準流出率 流出率 市町村
行政人口

（人）
流出人口

（人）

第１次 30％以上 - - - -
第２次 10％以上30％未満 - - - -
第３次 ５％以上10％未満 9.5% 野田市 155,597 14,782
合計 - 9.5% - 155,597 14,782

流出率
流出人口

（人）
流出率

流出人口
（人）

流出率
（ポイント）

流出人口
（人）

野田市 9.5% 14,782 - - - -
旧・関宿町 - - 20.7% 6,356 - -

計 9.5% 14,782 20.7% 6,356 - 8,426

（注１）　平成18年および平成24年において「－」は非該当を表す。

（注２）　第１次～第３次商圏に該当する市町村のみ表示。

（注３）　関宿町は合併により野田市となった。

市町村
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（B）

平成24年
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図表  26 埼玉県への流出状況 
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エ 子供のいない世帯との比較  
    他都県への流出状況について子供のいない世帯との比較をみると、全体的

に子供のいない世帯の方が、中学生世帯に比べて千葉県外への流出率が高く

なっている。 

特に、葛南ブロックでは、東京都へ 14.3％流出しており、中学生世帯と 

比べて 8.7 ポイントと最も大きな差が出ている。 

ま た 、 東 京 都 へ の 流 出 率 が 、 す べ て の ブ ロ ッ ク に お い て 中 学 生 世 帯 を 

上回っており、葛南ブロックでは 10％以上となっている。 

 

図表  27 千葉県外の商圏への流出状況（子供のいない世帯との比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都 茨城県 埼玉県 神奈川県

中学生世帯（A） 1.4% 0.0% 0.0% 0.0%
子供のいない世帯（B） 5.1% 0.0% 0.1% 0.2%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 3.7 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2

中学生世帯（A） 0.9% 0.4% 0.0% 0.1%
子供のいない世帯（B） 5.4% 0.0% 0.1% 0.1%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 4.5 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1

中学生世帯（A） 5.6% 0.1% 0.1% 0.0%
子供のいない世帯（B） 14.3% 0.2% 0.0% 0.3%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 8.7 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.3

中学生世帯（A） 2.4% 0.6% 2.5% 0.1%
子供のいない世帯（B） 9.4% 0.5% 1.4% 0.3%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 7.0 0.2 1.2 ▲ 0.2

中学生世帯（A） 1.0% 7.1% 0.0% 0.0%
子供のいない世帯（B） 2.4% 5.8% 0.0% 0.0%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 1.4 1.3 0.0 0.0

中学生世帯（A） 0.7% 0.8% 0.0% 0.2%
子供のいない世帯（B） 5.3% 1.3% 0.1% 0.0%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 4.6 ▲ 0.5 ▲ 0.1 0.2

中学生世帯（A） 1.2% 0.1% 0.0% 0.0%
子供のいない世帯（B） 3.7% 0.0% 0.0% 0.3%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 2.5 0.1 0.0 ▲ 0.3

中学生世帯（A） 1.7% 0.0% 0.1% 0.1%
子供のいない世帯（B） 4.7% 0.3% 0.0% 0.6%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 3.0 ▲ 0.3 0.1 ▲ 0.5

中学生世帯（A） 1.1% 0.1% 0.0% 0.1%
子供のいない世帯（B） 7.7% 0.0% 0.0% 1.0%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 6.6 0.1 0.0 ▲ 0.9

中学生世帯（A） 2.2% 0.0% 0.1% 0.5%
子供のいない世帯（B） 6.6% 0.0% 0.0% 2.8%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 4.4 0.0 0.1 ▲ 2.3

中学生世帯（A） 1.2% 0.0% 0.0% 0.4%
子供のいない世帯（B） 4.8% 0.2% 0.3% 1.4%

差（A-B、単位：ポイント） ▲ 3.6 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 1.0

君津

ブロック

東葛

香取

海匝

山武

長生

夷隅

安房

流出率

千葉

印旛

葛南



31 
 

（４）地元購買状況（商品グループ別）  
ア 自ブロック内購買状況と変化  
（ｱ）衣料品  

自ブロック内購買率をみると、前回調査では 11 ブロック中７ブロックが

80％を超えていたが、今回調査では５ブロックが 80％を超えている。残りの

６ブロックのうち、「香取ブロック」、「夷隅ブロック」の２ブロックでは 40％

を下回っている。 

前回調査と比べると、「千葉ブロック」、「印旛ブロック」を除いた９ブロック  
において、自ブロック内購買率は減少している。  

 

（ｲ）食料品  
自ブロック内購買率をみると、前回調査では 11 ブロック中８ブロックで

90％を超えていたが、今回調査では９ブロックが 90％を超えている。残りの

２ブロックについては 80％を超えており、前回調査と同様、全ブロックで 80％

以上となっている。 

 

 （ｳ）飲食  
自ブロック内購買率をみると、前回調査同様、11 ブロック中８ブロックで

80％を超えている。残りの３ブロックのうち「山武ブロック」は 70％を超え

ているが、「夷隅ブロック」、「香取ブロック」は 40％を下回っている。 

 
図表  28 自ブロック内購買率（衣料品・食料品・飲食） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成24年
(A)

平成18年
(B)

差異
（A-B）

（ポイント）

平成24年
(A)

平成18年
(B)

差異
（A-B）

（ポイント）

平成24年
(A)

平成18年
(B)

差異
（A-B）

（ポイント）

県全体 73.6% 77.7% ▲ 4.1 93.1% 93.7% ▲ 0.6 81.8% 84.0% ▲ 2.2

千葉 87.1% 87.1% 0.0 96.1% 94.9% 1.2 92.3% 93.3% ▲ 1.0
印旛 84.6% 83.6% 1.0 95.0% 96.1% ▲ 1.1 87.2% 89.6% ▲ 2.4
葛南 81.4% 84.8% ▲ 3.4 94.2% 95.5% ▲ 1.3 89.9% 93.1% ▲ 3.2
東葛 84.5% 87.3% ▲ 2.8 94.5% 95.3% ▲ 0.8 90.8% 93.4% ▲ 2.6
香取 37.3% 46.9% ▲ 9.6 86.5% 83.3% 3.2 37.2% 42.7% ▲ 5.5
海匝 72.9% 81.2% ▲ 8.3 93.6% 96.6% ▲ 3.0 88.0% 89.4% ▲ 1.4
山武 59.4% 59.8% ▲ 0.4 90.2% 87.5% 2.7 70.9% 67.3% 3.6
長生 74.0% 78.1% ▲ 4.1 93.2% 93.0% 0.2 93.3% 91.0% 2.3
夷隅 36.9% 42.4% ▲ 5.5 81.3% 84.5% ▲ 3.2 35.3% 42.2% ▲ 6.9
安房 78.6% 84.2% ▲ 5.6 98.1% 98.5% ▲ 0.4 92.2% 89.4% 2.8
君津 80.7% 88.2% ▲ 7.5 94.8% 96.5% ▲ 1.7 91.6% 95.5% ▲ 3.9
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図表  29 自ブロック内購買率（衣料品） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表  30 自ブロック内購買率（食料品） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表  31 自ブロック内購買率（飲食） 
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（ｴ）子供のいない世帯との比較  
自ブロック内での購買率について子供のいない世帯の状況をみると、いずれ

の商品グループにおいても、自ブロック内購買率は中学生世帯の方が、概ね多

くなっている。 

衣料品をみると、自ブロック内購買率が 70％を超えているのは、中学生世帯

では 11 ブロック中８ブロックであるのに対し、子供のいない世帯では２ブロ

ックのみとなっている。 

食料品をみると、中学生世帯と同様に、すべてのブロックにおいて自ブロッ

ク内購買率が 80％以上となっている。 

飲食をみると、中学生世帯との差異にばらつきがあるものの、自ブロック内

購買率は 11 ブロック中４ブロックが 80％以上、５ブロックが 65％以上となっ

ており、残り２ブロックも 50％前後となっている。 

 
図表  32 自ブロック内購買率（子供のいない世帯との比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 市町村別地元購買状況  
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図表  33 市町村別地元購買率（衣料品・食料品・飲食） 
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市町村
地元

購買率

（県平均） 50.7% （県平均） 78.3% （県平均） 55.6%

1 成田市 88.1% 館山市 97.8% 成田市 95.2%
2 柏市 86.9% 東金市 95.7% 柏市 93.6%
3 八千代市 83.8% 松戸市 95.2% 館山市 92.6%
4 千葉市 83.7% 鴨川市 93.8% 茂原市 91.7%
5 船橋市 82.8% 千葉市 93.3% 千葉市 91.3%
6 館山市 81.9% 浦安市 93.3% 東金市 90.8%
7 印西市 78.5% 船橋市 93.2% 船橋市 88.7%
8 木更津市 78.4% 茂原市 92.8% 旭市 87.7%
9 東金市 77.5% 柏市 92.4% 木更津市 85.8%
10 野田市 76.1% 野田市 92.1% 松戸市 85.4%
11 銚子市 75.5% 香取市 91.2% 八千代市 85.0%
12 松戸市 73.7% 流山市 90.9% 浦安市 84.0%
13 茂原市 73.0% 市原市 90.8% 銚子市 81.1%
14 市原市 72.8% 成田市 90.5% 野田市 80.5%
15 浦安市 70.2% 木更津市 90.2% 市原市 80.4%
16 四街道市 68.5% 旭市 90.0% 印西市 78.7%
17 旭市 63.0% 四街道市 89.8% 鴨川市 75.6%
18 鎌ヶ谷市 61.6% 八千代市 89.7% 市川市 74.6%
19 習志野市 59.6% 銚子市 89.3% 佐倉市 73.3%
20 流山市 57.5% 佐倉市 85.9% 鎌ヶ谷市 71.5%
21 市川市 56.3% 八街市 85.5% 流山市 65.8%
22 八街市 53.0% 市川市 84.9% 習志野市 56.3%
23 香取市 51.4% 印西市 84.1% 我孫子市 55.0%
24 大網白里町 51.1% 鎌ヶ谷市 83.0% 香取市 54.2%
25 鴨川市 50.2% 大網白里町 82.4% 四街道市 51.8%
26 佐倉市 48.7% 習志野市 82.1% 匝瑳市 50.7%
27 我孫子市 48.2% 横芝光町 81.4% 君津市 47.8%
28 匝瑳市 44.6% いすみ市 81.1% 八街市 47.0%
29 富津市 44.1% 我孫子市 79.3% 白井市 43.9%
30 君津市 40.4% 多古町 75.3% 大網白里町 37.7%
31 いすみ市 34.0% 白井市 74.3% いすみ市 36.1%
32 大多喜町 31.7% 袖ヶ浦市 74.3% 富里市 34.4%
33 富里市 28.9% 匝瑳市 74.2% 袖ヶ浦市 32.6%
34 勝浦市 28.1% 富里市 73.5% 勝浦市 31.3%
35 袖ヶ浦市 21.5% 大多喜町 71.2% 横芝光町 28.1%
36 横芝光町 21.4% 酒々井町 70.2% 山武市 25.3%
37 山武市 21.3% 君津市 70.2% 酒々井町 20.5%
38 酒々井町 20.3% 鋸南町 69.9% 富津市 14.2%
39 白井市 18.7% 富津市 67.4% 大多喜町 12.6%
40 一宮町 18.5% 栄町 67.0% 鋸南町 10.5%
41 栄町 17.0% 一宮町 65.1% 多古町 9.8%
42 長生村 11.7% 東庄町 64.9% 一宮町 7.9%
43 多古町 8.8% 山武市 60.5% 御宿町 6.7%
44 九十九里町 2.8% 勝浦市 53.4% 南房総市 5.1%
45 芝山町 2.8% 九十九里町 53.3% 神崎町 4.6%
46 南房総市 2.7% 芝山町 44.8% 九十九里町 2.5%
47 東庄町 2.6% 御宿町 41.1% 東庄町 2.1%
48 鋸南町 2.6% 南房総市 34.2% 栄町 2.0%
49 御宿町 2.3% 白子町 29.4% 睦沢町 2.0%
50 睦沢町 1.0% 睦沢町 28.3% 長生村 1.5%
51 神崎町 0.0% 長生村 25.9% 芝山町 1.2%
52 白子町 0.0% 神崎町 18.5% 白子町 0.9%
53 長柄町 0.0% 長南町 1.8% 長柄町 0.0%
54 長南町 0.0% 長柄町 0.0% 長南町 0.0%

衣料品 食料品 飲食
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図表  34 市町村別地元購買率（衣料品） 
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図表  35 市町村別地元購買率（食料品） 
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図表  36 市町村別地元購買率（飲食） 
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（５）今後の調査に向けて  
ア 調査対象について  

  今回の調査対象については、これまでの調査と同様、主に県内の中学校１、２  
年生を持つ世帯を対象とした。しかしながら、本県では、今後、アクアライン

からつながる圏央道の整備や大型アウトレットモールの進出等により、商業環

境が著しく変化することが予想される。こうした社会経済情勢の変化を踏まえ、

県外からの買い物客の流入についての動向も把握する必要がある。  
 
イ 商圏調査と都市の商業力について  

  今回の商圏の中心都市（商業中心都市・準商業中心都市・単独商圏都市）の設

定については、これまでの調査と同様に、地元購買状況や外部市町村からの吸引

状況により分類した。この調査は、商圏の範囲を把握することを目的としており、

商品販売額等は考慮していない。しかし、県内の商業の実態を明らかにするため

には、これまでと同様の商圏調査と併せて、商圏の中心となる都市の商業力を総

合的に把握するための分析手法等について検討する必要がある。  


